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【年次報告書（様式１１）記載例】 
◎令和 2 年度に第一種特例贈与認定を受け、令和 4 年度に初回報告を行う場合を例に作成
しています。原則押印不要ですが、捨印による修正対応を希望する場合は押印してください。 

 

年次報告書を提出する日。 

提出期限が土日祝日の場合は、次の平

日が期限となります。（当日消印有効） 

報告を行う会社の情報を記載します。 

原則押印不要ですが、捨印による修正

対応を希望される場合、従来通り代表

者名の横に押印をお願いします。 

認定申請時の種別をレ点又は黒塗り

でチェックしてください。 

認定書右上に記載の番号になります。 

贈与（相続）税申告期限の翌日から

1 年を経過するごとの日です。 

※申告期限が延長されている場合

は、延長後の申告期限に基づく日に

なります。 

（申告期限が延長されている例） 

令和元年分贈与税の申告期限 

→令和 2 年 4 月 16 日 

（報告基準日は毎年 4/16） 

令和 2 年分贈与税の申告期限 

→令和 3 年 4 月 15 日 

（報告基準日は毎年 4/15） 

相続の場合も延長された場合は、延

長後の申告期限に基づきます。 

前回報告基準日（第 1 回報告の場合は認定申請基準日）の翌日の

属する事業年度～今回報告基準日の翌日の属する事業年度の直前

の事業年度となります。 

第 1 回報告時には 2 事業年度となるケースがあります。 

前回報告基準日（第 1 回報

告の場合は認定申請基準

日）の翌日から今回報告基

準日となります。 

捨印による修正対応を希望される場合は押印してください。 

なお、捨印を押印する場合は、従来通り代表者名の横にも押印をし

てください。（副本についても同様に押印をお願いします。） 
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報告会社が発行する株式総数に

係る議決権の数を記載してくだ

さい。 

自己株式や完全に議決権のない

種類株式などは含みません。 

％は小数点第１位まで記載（第

２位以下切り捨て）です。 

（以下同様） 

租税特別措置法の該当規定にレ点又

は黒塗りでチェックしてください。 

７  ：贈与税（一般） 

７の２：相続税（一般） 

７の４：贈与→相続切替（一般） 

７の５：贈与税（特例） 

７の６：相続税（特例） 

７の８：贈与→相続切替（特例） 

報告会社の議決権を保有する

同族関係者が複数いる場合

は、欄を追加して各々記載し

てください。 

「猶予継続贈与」の適用を受

けている場合（当該報告会社

が過去に納税猶予制度を活用

したことがある場合）、該当す

る類型にレ点又は黒塗りでチ

ェックをしてください。 

（※先々代から先代へ贈与を

するにあたり、本納税猶予制

度を活用した場合です。） 
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準備金は、資本準備金と利益

準備金の合計額を記載してく

ださい。 

(a)欄には、厚生年金保険に加入している人数を記載してください。ただし、平均的な従業員と比して労働時間が 4 分の 3 に満たない短時間労働者などは含みません。 

(b)欄には、厚生年金保険の加入対象者外で健康保険のみに加入している人数を記載してください。（例：70 歳以上の従業員または役員） 

(c)欄には、社会保険加入対象外の常時使用する従業員数を記載してください。（例：75 歳以上の従業員）ただし、平均的な従業員と比して労働時間が 4 分の 3 に満たな

い短時間労働者などは含みません。 

(d)欄には、(a)(b)または(e)(f)でカウントした方のうち役員の数を記載してください（会社にいる全役員の人数ではありません）。なお、役員とは、株式会社の場合には

取締役、会計参与及び監査役を指しますが、使用人兼務役員の方は含みません。 

過去及び今回の各報告基準

日ごとの従業員数を記載し

てください。 

複数の事業を行っている場

合、主たる事業を１つ記載し

てください。 

製造業その他／卸売業／小売

業／サービス業などが判別で

きるように記載してください｡ 
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5 回目の年次報告時に記載

してください（それ以外は

空欄のままにしてくださ

い）。 

複数代表の場合は、こちら

の欄に全ての代表者名を記

載してください。 

特別子会社が複数ある場合

は、表を追加してそれぞれ

記載してください。 

拒否権付株式（いわゆる黄金

株）の発行の有無について記

載します。 

特別子会社 

会社とその代表者と当該代表者の同族関係者が合わせて総株主等議決権数の過半数を有している会社（株式会社、合同会社、合資会社、

合名会社）及び外国会社（会社法第 2 条第 2 号に規定する外国会社）です。 

なお、会社法上の子会社の定義とは異なりますのでご注意ください。 

特定特別子会社 

特別子会社のうち、その特別子会社の議決権を保有する代表者の親族の範囲が「代表者と生計を一にする親族」に限定されたものです。

つまり、会社とその代表者と当該代表者と生計を一にする親族が合わせて総株主等議決権数の過半数を有している会社です。 
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報告基準事業年度ごとに作成

が必要です。 

報告基準事業年度が 2 事業年

度にわたる場合は、それぞれ

の事業年度について作成して

ください。 

事業実態要件の適用を行う場合の記載例となります。事業実態要件の適用を行う場合、(1)～(30)の記載は不要です。 

事業実態要件の適用を行わない場合、(1)～(30)については中小企業庁 HP に掲載されている認定申請書の記載例等を参考に記載してくだ

さい。 
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事業活動上生じた偶発的な事

由により特定資産の割合が

70％以上となる場合や、特定

資産の運用収入割合が７５％

以上となる場合には、一定の

期間、資産保有型会社等に該

当しないものとみなされま

す。該当する場合のみ記載し

てください。 

損益計算書の売上高を記載し

てください。 
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報告基準事業年度ごとに作成

が必要です。 

報告基準事業年度が 2 事業年

度にわたる場合は、それぞれ

の事業年度について作成して

ください。 
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